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街と鉄道のWin-Win関係を作る
Suicaによるプラットフォームビジネス
構築への期待

慶應義塾大学総合政策学部教授
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筆者はネットワーク産業において「プラットフォームビジネス」と

いうキーワードで考えることを主張してきた。鉄道にもプラットフォー

ムという言葉があってまぎらわしくて恐縮であるが、ここでプラット

フォームとは情報産業で使う「第三者間の製品やサービスの柔軟な組

み合わせを促進する基盤」のことであり、それをビジネスとして提供

するのが「プラットフォームビジネス」だ。基盤を利用してビジネス

を起こす第三者が増えれば増えるほど、基盤提供者も栄える構造づく

りをしよう、という提案だ。鉄道は昔からヒトやモノの移動を支える

ことで、大きな経済価値を生み出してきた、代表的なプラットフォー

ムだといえ、考え方自体は自然なものだろう。ここでは、そこに新た

に情報のプラットフォームを構築し、交通プラットフォームと有機的

に結合することで、さらに大きな価値が生まれる、という提案をした

い。

いま、情報のプラットフォームビジネスが社会システム全体の不効

率を改善させるかもしれないという期待が高まっている。例えば、ICタ

グに代表される個体識別技術を使って自動車の個別部品別耐用（使用）

時間管理をネットワーク上でできる環境をプラットフォームビジネス

として構築･提供することが現実味を帯びてきた。このプラットフォ

ームが自動車部品業者に新たな事業機会を提供する。従来は消費者に

部品を販売することでしか収入を得られなかった自動車部品業者は、

ユーザが部品を利用しているときのメンテナンスサービス、廃棄する

時の“責任ある廃棄”を支援するサービスなど新たな事業機会を創造

することが可能となる。このような事業を行う時には当然消費者のプ

ライバシー等への配慮が、プラットフォーム事業者及びプラットフォ

ーム上で事業を行う事業者双方に求められることが前提であるが、従

来の営業依存ではない新たな事業機会が誕生する可能性があると言え

る。

筆者の研究室では、2001年11月の導入以来拡張が進んでいるSuicaに

この「プラットフォームビジネス」としての機能を持たせることに関

する可能性の検証を、JR東日本研究開発センターフロンティアサービ

ス研究所との産学共同研究により2002年から進めてきた。



2 JR EAST Technical Review-No.16

Special feature article

様々な仮説が検討されたが、現在取り組んでいるのは

「同じ街にいる百貨店や大手家電量販店、商店街等多くの

商業施設が限られた顧客獲得のために“競争”（ゼロサム

ゲーム）に投下する経営資源を、Suicaがプラットフォー

ムとして機能することにより“協働”（プラスサムゲーム）

のエネルギーに変換する」という試みである。この試論

の検証における流れの中でいくつか見えてきたものがあ

る。その代表的なものを紹介したい。

■同じ街に存在するということへの共通のつながりの存在

同じ街の中に激しく競争している百貨店Aと百貨店Bが

存在していたとする。当然、百貨店Aの最大関心軸は百貨

店Bに売り上げ等の競争で勝つことであるのだが、一方で

同じ街に存在するものとして百貨店Bと協働により消費者

に利益還元したいという動機が存在する。ただし、この

潜在的な動機は今まで手段がなかったため顕在化してこ

なかった。

ところが、Suicaのような情報基盤を介して、同じ街に

存在することによる協働の利得がプラットフォームビジ

ネスにより見えるようになる。例えば、2006年に筆者の

研究所が大宮で行った実証実験においては、ある消費者

が期間中に最も多く買い物をしたのは百貨店であるが、

その百貨店で買い物をする要因になっていたのは百貨店

の存在ではなく、近隣にある小さな和菓子屋の存在であ

ることが確認できた。聞けば、「この和菓子屋があるから

そもそも大宮に行く」ということである。この和菓子屋

と百貨店の間には相互連携は現状では全くないが、この

和菓子屋の存在が百貨店の顧客誘致に果たす役割はきわ

めて大きいし、その価値が「見える」ようになる意味も

大きい。

■Suicaをプラットフォームとした場合の経済性（既存の

顧客DMの運営コストとの比較）

Suicaをプラットフォームビジネスとして機能させるに

際し、プラットフォーム提供者としての経済性に関する

検証も続けている。その1つが、現在小売店の多くが顧客

誘致の主要施策として用いるDM（ダイレクトメール）と

の比較検証である。DMビジネスを考えた場合、「顧客デ

ータベースの整備」と「DMの作成」と「DMの送付」が

主要業務プロセスとなる。一般的に、百貨店のDMレスポ

ンス率は平均5％程度とされる。そこでDM送付費用（作

成費用＋送付コスト）を55円／毎として1万人の顧客を誘

致するのに必要なコストをざっと計算すると、200万人分

のDM送付個人データベース作成費用、200万人へのDM作

成と送付経費として1.1億円が必要ということになる。特

にDM送付のための個人データベース作成への投資金額は

明らかにされていないが、現状のポイントカード等の普

及がこの個人データ獲得を目的としており、同時にその

ポイント還元額が数十億円に及ぶとされることが広く知

られるに至っている等を考慮すると、相当の投資が個人

データベース作成に必要とされると言えよう。Suicaの利

用によって、これらのコストを下げたり、レスポンス率

を高めたりすることができれば、意義は大きい。

ヒトとモノの交流のプラットフォームを提供し大きな

役割を演じてきたJRが、情報のプラットフォームも提供

することで地域経済の発展にさらに寄与しつつ、自らも

栄える好循環を構築してほしいと願っている。
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